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１．マイクロプラスチックとは

マイクロプラスチックと呼ばれる微小な
プラスチックが、様々な環境問題を引き起
こしている。特に海洋汚染については、漁
業や観光にも影響しはじめている状況であ
る。例えば、クジラの胃から大量のプラス
チック製の袋が検出され、また、洗顔料な
どに使われているマイクロビーズや人工芝
の破片など、いわゆる陸上で使われている
ものが様々な形態で海洋に排出されている
ことが指摘されている。

マイクロプラスチックは５mm以下の微
細なプラスチックの総称であり、学術的な
観点からの明確な定義があるわけではな
い。現在使われているほとんどのプラス
チックが自然分解性はないが、紫外線や
様々な気候条件で微細化するため、例えば
人間が食する魚類の体内に取り込まれるな
どの研究例もある。

プラスチック製品を製造するための原料
や洗顔料・ボディソープ・歯磨き粉などに
使われるスクラブ剤には、小さなビーズ状
のプラスチック原料が使用されていて、こ
れらを一次マイクロプラスチックと言う。
一方、外的要因でプラスチックが劣化する
ことで発生するのが二次マイクロプラス

チックである。発砲スチロールが小さな破
片を生じることや普段使っている洗濯ばさ
みが容易に破損するという典型的な例から
も、大きなものであれ、マイクロ化したも
のであれ、様々な経路から海洋に流出する
ことは想像に難しくない。

２． プラスチック生産と
廃棄の将来予測

2016年に出されたエレンマッカーサー財
団の報告では、2050年まで現状のまま排出
量が推移すると海洋中のプラスチックの量
が魚の量よりも多くなるとされている。ま
た、石油消費量におけるプラスチックが占
める割合は2014年の６％から20％以上に、
炭素収支においてはプラスチックが占める
割合が１％から15％にまで拡大するとされ
ている。

量においても、1950年以降のプラスチッ
ク総生産量は83億ｔ、総排出量は63億ｔと
なっており、2050年には120億ｔのプラス
チックが埋立て・自然投棄されることも試
算されている。現在、リサイクルされてい
るのはわずか９％程度であることを考える
と、何も手を施さない限りにおいては、今
後、プラスチックの問題が今まで以上に大
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きな社会問題になるということが示されて
いる。

３．プラスチック問題の現状

人口密度や経済状態等をもとに、陸上か
ら海洋に流出したプラスチックごみの量に
ついて2010年の状況を国別に推計した。そ
の結果では、主に東南アジアからのプラス
チックの量が非常に多く、ランキングの上
位１～４位が東・東南アジアである。リサ
イクルの制度や、そのための社会インフラ
などが整備されているとされる日本が、率
先して国際的な解決に向けた取組みを展開
していくべきだろう。一方、日本は30位と
低いランキングではあるが、それでも年間
２万～６万ｔも発生していることをみる
と、これまで以上の先進的な取組みが不可
欠であることは言うまでもない。

一方、中国が2016年にプラスチックを含
む廃棄物の輸入禁止を示した。それまで、

多くの国がプラスチック廃棄物の処理を中
国に頼っていた。例えば、日本からのプラ
スチック廃棄物の輸出量の推移を図１に示
す。ほとんどのプラスチック廃棄物が中国
に輸出されていたことがわかる。2017年以
降、中国への輸出量が急激に減少し、その
分中国以外への輸出量が増加している。し
かし、中国以外の国々も中国に輸出してい
たことから、どの国においてもプラスチッ
ク廃棄物は行き場を失い、遅かれ早かれ自
国での処理に取り組まなければならなくな
るであろう。

2019年に環境省のプラスチック資源循環
戦略が打ち出され、そのなかで以下の６つ
のマイルストーンが示された。
① 2030年までにワンウェイプラスチックを

累積25％排出抑制
② 2025年までにリユース・リサイクル可能

なデザインに
③ 2030年までに容器包装の６割をリユー

ス・リサイクル

図１　我が国のプラスチックくずの輸出量の推移
　　　 ［出典：環境省資料　プラスチックを取り巻く国内外の状況＜参考資料集＞　　

令和２年５月12日　中環審・産構審会議資料］
　　　 元データ：財務省貿易統計　（HSコード：プラスチックのくず　3915）
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④ 2035年までに使用済プラスチックを
100％リユース・リサイクル等により、
有効利用 

⑤2030年までに再生利用を倍増 
⑥ 2030年までにバイオマスプラスチックを

約200万トン導入

これまでの３Rの強化に加えて、バイオ
マスの積極的な利用に対するメッセージと
なっている。

４．プラスチックのリサイクル

4.1　 各リサイクル手法の現状と
将来への期待

プラスチックをリサイクルするにあたっ
ては、まずプラスチックについて知る必要
がある。ポリエチレンやポリプロピレン、
あるいはペットボトルなどとしてよく耳に
するが、市場に出回っているプラスチック
は樹脂だけでも150種類以上あり、年々そ

の種類は増えている。われわれが普段手に
するプラスチックは、これらの樹脂に230
種類もの添加剤から選択され、用途に応じ
て様々な組合せで製品となっている。

添加剤がほぼ入っていないPETボトル
であれば、樹脂としてのマテリアルリサイ
クルは容易である。また添加剤が入ってい
ても樹脂を主成分とする素材として選別す
ることにより、リサイクルが可能となって
いる。一方、複合化された製品や樹脂とし
ての構成比率が高くないものについては、
マテリアルリサイクルだけでは対応に苦慮
する製品・素材も圧倒的に多いと言える。
図２は、日本におけるプラスチックのリ

サイクルの現状と将来予測を示している。
2017年のマテリアルとケミカルとエネル
ギー利用の比率から見ると、2030年では相
当な部分をケミカルリサイクルでカバーす
る必要性がある。技術的にエネルギー利用
に依存するものもあるが、その場合、今よ
りも熱効率を上げるプロセスシステムと社
会システムの構築が必要である。

図２　日本におけるプラスチックリサイクルの将来比率
　　　 ［吉岡敏明、齋藤優子、熊谷将吾、環境情報科学、48、No.3、39-44、（2019）をもとに作成］
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国内のエネルギー回収施設、例えば廃棄
物焼却施設におけるエネルギー効率は平均
で14％程度、ごみ発電でも26％程度であり、
比較的高い技術水準とは言え、国際的な評
価としては決して高いとは言い切れない面
がある。つまり、欧州のように個別プラン
トを社会システムに組み込んでエネルギー
利用効率を上げていることを考えれば、個
別技術の開発と同時に地域循環的な取組み
によって、もっと高い利用率を高める必要
がある。

いずれにしても、様々に存在する、様々
なタイプのプラスチックをきちんとリサイ
クルするには、マテリアルリサイクルとエ
ネルギー回収だけでなく、製品原料を供給
する立場からもケミカルリサイクルの比率
を上げることへの期待が非常に高くなって
きている。

4.2　ケミカルリサイクルの可能性

プラスチックのケミカルリサイクル技術
には、ガス化、鉄鋼分野での利用、あるい
は油化などがある。現在、大型の油化につ
いては稼働していていないが、ヨーロッパ
では、日本で進めたケミカルリサイクル技
術をもう一度見直して、大きく進めようと
いう動きが出てきている。ただし、これま
でのケミカルリサイクルの他にも、化学産
業や製造産業を利用するケミカルリサイク
ルへの取組みは相当あるので、これらを進
化させて上手に活用するには、さらなる技
術開発が必要になる。

プラスチックは原油から石油製品、さら
に石油化学製品を通して作られる。わが国
で年間約1,000万ｔ製造されるプラスチッ
クは、量的には原油の約４～５％に相当し、
ほぼ同量のプラスチックが廃棄される。プ
ラスチック製造の流れを考えると、既存の
石油精製プロセスに、廃棄プラスチックを
持ち込むことができれば、リサイクルに特
化した新しいプロセスを造らなくても化学

原料に転換できるような流れができると期
待できる。もちろん、プラスチックが入る
ことによって既存の設備にどのような負荷
が掛かるかということを、技術的に見極め
ることは重要なことであるが、既存の原料
受入れや運転スペックをどこまで広げられ
るかという開発も不可欠な取組みである。

国内の製油所とエチレンセンターなどの
石油化学コンビナートは、ほぼ同じ位置に
立地しているので、例えば石油精製プロセ
ス、あるいは石油化学プロセスを使うと
いった場合には、プラスチックをケミカル
原料とすることで、「バージンの製品の中
にプラスチックのリサイクル製品が既に
入っている」というコンセプトが打ち出せ
ることになる。

既述したように、プラスチック製造用に
使われているのは原油の４～５％ぐらいで
あるが、例えば、この原油の２％前後相当
分をプラスチックで代替する場合、廃棄さ
れるプラスチックの250万～300万ｔ程度は
石油精製側で十分に飲み込めることにな
る。既存プロセスに対して２％前後が大き
な負荷になるのか、小さな負荷になるのか
は技術開発の要素が多分にあるものの、今
後考えるべき重要な視点である。

ケミカルリサイクルについては、これま
では強く意識されていなかったが、欧州で
はここ最近、非常に大きな投資をして、ケ
ミカルリサイクルのプロセスを進めていこ
うという動きが出てきている。国際的な動
きに対して少し早すぎたために取りやめた
日本のプロセスについて、もう一度見直し
始めているのが現状である。

4.3　バイオプラスチック

プラスチック資源循環戦略では、マイル
ストーンとして「2030年までにバイオマス
プラスチックを約200万トン導入」が記載
されており、いわば積極的なバイオマス資
源の利用を進めている。そもそもバイオの
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プラスチックとは何なのか、少し整理して
みる（表１）。

バイオプラスチックと言うと、バイオな
のですぐ分解するというイメージがある
が、プラスチックのなかには、生分解性の
ものと非生分解性のものがある。従来の石
油系のプラスチックは非生分解性のもので
ある。しかし、石油からでも生分解性プラ
スチックを作ることは可能である。また、
バイオマス由来の原料から作られるプラス
チックであっても、非生分解性のいわゆる
石油から作られる従来のプラスチックと同
じポリエチレンやポリプロピレンを作るこ
とができる。あるいは、石油系とバイオ系
が混合しているプラスチックにも生分解性
と非生分解性がある。

バイオプラスチックと言っても、このよ

うに様々な種類の形があるが、生分解性な
のか非生分解性なのかというのは海洋プラ
スチックごみ問題やマイクロプラスチック
問題に対してどのくらいの効力があるのか
という視点であり、原料が石油系なのかバ
イオマスが由来なのかは二酸化炭素排出に
対しての視点として課題を整理することに
繋がっている。どのようにそれぞれのプラ
スチックを使い分けていくのかについて
は、今後の技術的・政策的な方向性が重要
となる。

このように、バイオマスを原料として全
種類のプラスチックが作られることはな
い。一方、バイオマスは、大きく生産系と
非利用資源系の二つに分類されるが、プラ
スチックに転換できるバイオマスは生産系
のなかでは糖質系、でんぷん系、油脂系、

表１　 生分解性プラスチック/バイオベース（マス）プラスチック

［参考：プラスチック資源循環戦略小委員会資料］
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未利用資源系では農産系だけであり、非常
にわずかである。結果として、赤道近辺の
特定の地域にバイオマスの生産拠点が偏る
という状況になっている。残念ながら、日
本には現状で求められるバイオマス生産地
はない。

バイオマスからプラスチック転換する場
合、近年では特殊な熱分解反応にも期待が
寄せられているが、主とするプロセスは、
高いセルロース系バイオマスを原料とした
発酵や糖化という反応である。しかしなが
ら、高いセルロース系という分野でバイオ
マス資源が使われていても、プラスチック
の生産に使われているうちのほんのわずか
である。視点を変えれば、他の分野で高い
セルロース系バイオマスをプラスチックの
原料に転換する技術があるならば、国内資
源からでも石油を代替するバイオマス資源
としてプラスチック製造に役立てることが
期待できる。
図３に示すように、廃棄物系だけを考え

ても、現在のプラスチック生産量をはるか
に超える２倍から３倍に相当する資源量が

ある。

５． 目指すべきプラスチックの
資源循環の姿

プラスチックに関わる産業には、石油精
製および石油化学産業があり、さらに様々
な製品製造し、市場に供給するユーザー産
業がある。これまで取り組まれていたリサ
イクルは、主にユーザー産業と消費者の間
でどれだけ循環できるのかということを考
えてきたが、今後は消費者から石油精製や
石油化学産業に流れる新しいリサイクル
ルートが必要である。

バイオマスも含めたプラスチックの循
環、あるいは既存の産業を上手に使ったプ
ラスチックの循環を考える必要がある。例
えば、電力産業、あるいは鉄鋼産業、セメ
ント産業、石油・石油化学産業、紙・パル
プ産業という基幹産業の各工場がカバーで
きるエリアを図４に示す。基幹施設の各
100km圏内をみると、ほぼ日本全国をカ
バーするこが可能となる。比重が小さく軽

図３　高いセルロース系バイオマスのポテンシャル
　　　 ［出典：バイオマスの賦存量と利用率の目標（農林水産省）］
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いプラスチックを遠くまで輸送することな
く、あるいは地域の産業特性に合わせた形
でプラスチックの循環を考えることができ
る。地域によっては全く同じリサイクルシ
ステムである必要はなく、それぞれの地域
性を活かしたプラスチック循環ができるで
あろう。

バイオマス資源を増やしながら石油資源
の投入を減らし、結果的にプラスチックが
抱える環境負荷を低減する社会システムを
構築し、技術的にしっかり担保することで、
プラスチックの新しい価値を創造すること
が求められる。プラスチックが価値を持ち、
加えて経済的に有利ということであれば、
おのずと海洋流出分を減らすことができる

であろう。

６．おわりに

理想とする社会に、どのようにわれわれ
が到達できるのか。様々な要素技術の開発
が必要であろう。その一方で、使える異分
野の技術もあり（トランステクノロジー）、
技術の相互利用、技術の移転利用、加えて
新しい技術を融合させながら、少しでも理
想とする未来社会に近づけていけるように
貢献できればと思いながら、目下研究を進
めている。

多くの皆さま方との情報共有・意見交換
をしながら努力していきたいと思っている。

図４　基幹施設のカバーエリア
　　　 ［出典：熊谷将吾、吉岡敏明、廃棄物資源循環学会誌、2014］


